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ペアレントメンター　現状調査

　助成事業の概要

　地域の支援においてペアレントメンター事業が
どの程度導入されているのか、また、どのように
してペアレントメンターが活動する体制を整備さ
れているのか、を調査し、現在の課題や事業のニー
ズを明らかにすることを目的とした。
　平成 24 年 5 月にアンケート調査を実施した。
アンケートは事業企画委員会により作成された。
調査対象は全国の、発達障害者支援センター
85ヵ所、都道府県障害福祉課 47ヵ所、政令指
定都市障害福祉課 20ヵ所、東京 23 区障害福祉
課 23ヵ所、その他の市障害福祉課 765ヵ所、
加盟団体自閉症協会 50ヵ所、合計 993ヵ所と
する。アンケート用紙を郵送により配布し、同封
した返信用封筒にて回収した。アンケートの配
布・回収・集計は日本自閉症協会事務局が行った。
アンケート結果を集計し、各機関の意識・状況を
報告書にまとめ、広く発信した。

　事業の成果

　2011 年より厚生労働省の発達障害者支援体制
整備事業の中で、自閉症、学習障害や注意欠陥多
動性障害などの発達障害のある人や家族に対し、
ライフステージを通じた一貫した支援体制の強化
を図るため、都道府県・政令指定都市で、ペアレ
ントメンターの養成をしている。これを受け、地
域の発達障害者支援センターや自治体の障害福祉
課では、地域の支援の中にペアレントメンターに
よる支援の導入を考えながらも、導入するに当

たっての知識やノウハウの情報が乏しく、実施に
は多くの課題がある。
　今回の調査により、ペアレントメンター事業が
地域の支援体制に取り組まれ、養成から活用まで
のプロセスが確立された中でペアレントメンター
が活動している地域は少なかった。事業を始めて
みたものの、難しさを感じながら、試行錯誤を繰
り返しながら、事業を進めているという印象を受
けた。ペアレントメンター事業を運営するため
の、継続した情報提供や意見交換の場が必要であ
ることを認識した。また、市においては、ペアレ
ントメンターの認知度が予想以上に低く、ペアレ
ントメンターを活用している地域も大変少な
かった。都道府県で養成されたペアレントメン
ターが市町村といった地域で活動できるように
なるためには、地道な継続した 支援が必要で
ある。
　自閉症の子どもをもつ親が同じような境遇にあ
る親の心のサポーターとなることに、有用性を感
じている自治体や支援センターも多かった。この
ペアレントメンターの有用性が守られた組織の中
で発揮できるように、これからも継続して事業を
展開していくことの必要性を感じた。
　各機関が置かれている状況や抱えている課題お
よび、今後の展望等を全国規模で把握することで、
ペアレントメンター事業を各地で展開していくに
あたって求められているニーズが明らかになっ
た。それぞれの地域によってペアレントメンター
事業の位置づけや、取り組み具合も様々である中
で、今回明らかになったニーズをもとに、より現
状に沿った内容で日本自閉症協会の今後の関係

機関に向けて提供していきたい。

　成果の広報、公表

　今回のアンケート結果をまとめ、報告書にした。
アンケート対象となったアンケートは事業企画委
員会により作成された。調査対象は全国の、発達
障害者支援センター 85ヵ所、都道府県障害福祉
課 47ヵ所、政令指定都市障害福祉課 20ヵ所、
東京 23 区障害福祉課 23ヵ所、その他の市障害
福祉課 765ヵ所、加盟団体自閉症協会 50ヵ所、
計 993ヵ所に発送し、公表した。

　今後の展開

　今回のアンケート結果を受けて、まだまだペア
レントメンターに関する情報が少なく、必要とさ
れているところまで届いていないことが明らかに
なった。ペアレントメンター事業を地域で展開し
ていくことに関する情報を広く発信していくとと
もに、インストラクターやコーディネーターの研
修会を継続して実施していく。また、5 年後くら
いを目途に同じような調査を実施し、ペアレント
メンター事業の展開等についての全国の変化を調
査していきたい。
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